
神戸市民間保育所・認定こども園改修費等補助金交付要綱 

 

令和２年４月１日 こども家庭局長決定 

令和３年４月１日 一部改正      

令和４年４月１日 一部改正 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、教育・保育施設の整備拡充を図るための補助金の交付等に関して、

地方自治法（昭和22年法律第67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）、神戸市

補助金等の交付に関する規則（平成27年3月2日神戸市規則第38号。以下「補助金規則」

という。）に定めがあるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象経費） 

第２条 補助事業の対象となる経費は、賃貸物件により、次条に定める保育所及び認定こ

ども園の新設、利用定員の拡大に伴い必要となる経費（改修費等、賃借料（礼金を含

み、敷金を除く。））とする。 

（対象者） 

第３条 補助事業の対象となる者は、児童福祉法（昭和22法律第164号）第39条に定める

保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成18年６月15日法律第77号）第２条に定める幼保連携型認定こども園及び同法第３条に

定める幼稚園型認定こども園並びに保育所型認定こども園の設置運営を行う者とする。

ただし、法人にあっては市内に施設を設置することが確実であると市長が認めた法人設

立準備中の設立代表者を含むものとする。 

（補助金の交付額の算定） 

第４条 市長は、予算の範囲内で、別表に示す補助基準額または対象事業にかかる経費の

いずれか低い方の額に４分の３を乗じて得た額を交付できるものとする。ただし、算定

された額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 申請者は、補助金規則第５条第１項に基づき補助金の交付を申請するときは、市

長が指示する期日までに、補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければな

らない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、補助金規則第６条による補助金の交付決定を行うときは、申請後１ヶ月

以内（国費の交付申請手続き等に要する期間を除く。次項において同じ）に、補助金交

付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。（以下、交付決定

を受けた者を補助事業者という。） 

２ 市長は、補助金規則第６条第３項による補助金の交付が不適当である旨の通知を行う

ときは、申請後１ヶ月以内に、補助金不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に

通知するものとする。 



（補助の条件） 

第７条 補助事業者は、当該補助金を第２条の事業にかかる施設整備のための資金に充当

しなければならない。 

２ 補助事業者は、事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ら

なければならない。 

３ 第２条  に掲げる事業において、市長が補助事業者に対して交付の条件を付す定め

があるときは、これを付するものとする。 

（変更等の承認） 

第８条 補助事業者は、補助金規則第７条第１項第１号に掲げる承認を受けようとすると

きは補助金等交付決定内容変更承認申請書（様式第４号）を、同第２号に掲げる承認を

受けようとするときは補助事業等中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を、市長に提

出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、当該申請に係る書類の内容を審査し、承認する

ことが適当であると認めたときは、その旨を補助金等交付決定変更通知書（様式第６

号）又は補助事業等中止（廃止）承認通知書（様式第７号）により、補助事業者に通知

するものとする。 

（届出書） 

第９条 補助事業者は、補助事業（補助金の内示等を受けて補助金交付決定前に着手する

ものを含む。以下同じ。）に着手したときは、速やかに補助事業着手届（様式第８号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業完了後、最初の消費税及び地方消費税申告により、この補助

金にかかる消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定したときは、速やかに消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第９号）を市長に提出しなければな

らない。 

（実績報告） 

第10条 補助事業者は、補助金規則第15条に基づき補助事業の実績を報告しようとすると

きは、当該補助事業完了の日（廃止の承認を受けたときを含む。以下同じ。）から起算

して10日を経過した日又は当該補助事業完了の日の属する市の会計年度の３月31日のい

ずれか早い日までに補助事業等実績報告書（様式第10号）を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の規定は、補助事業の実施後に交付申請を行った場合は適用しない。 

（額の確定） 

第11条 市長は、補助金規則第16条による補助金の交付額の確定を行ったときは、補助金

額確定通知書（様式第11号）により補助事業者に速やかに通知する。 

２ 市長は、確定した補助金の交付額が、補助金の交付の決定における交付予定額と同額



である場合は、前項の規定による通知を省略することができる。 

（補助金の交付） 

第12条 市長は、前条の規定により交付額の確定を行った後、補助金を支払うものとす

る。 

（概算払） 

第13条 市長は、必要があると認めるときは、前条の規定にかかわらず概算払することが

できる。 

２ 市長は、前項の概算払いをするときは、前条の規定にかかわらず、交付額の確定の

後、補助事業者から提出される補助金交付請求書（様式第12号）を受理したときに、補

助金を交付するものとする。 

３ 市長は、確定した額を超える補助金を既に概算払によって交付している場合は、期限

を定めて、その超える部分の返還を命ずるものとする。 

（交付決定の取消し） 

第14条 市長は、補助金規則第19条により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した

ときは、速やかに、その旨を補助金交付決定取消通知書（様式第13号）により当該補助

事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既に補助金を交

付しているときは、期限を定めて補助金を返還させるものとする。 

３ 市長は、第10条第１項の報告により必要と認めるときは、補助金の交付決定の全部若

しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を、期限を

定めて命ずることができるものとする。この場合において、前２項の規定を準用する。 

（財産処分の制限） 

第15条 補助金規則第24条第１項の市長等が定める期間は、「補助事業等により取得し、

又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成20年厚生労働省告示第384号）に定める

各補助金等に係る財産及び処分制限期間を準用する。 

２ 補助金規則第24条第１項第２号の市長が定めるものは、その取得価格又は効用の増加

価格が50万円以上のものとする。 

３ 補助事業者は、補助事業に係る施設又は設備の用途を廃止又は補助金規則第24条第１

項に定める財産の処分をしようとするときは、補助対象施設（設備）処分等承認申請書

（様式第14号）により、市長の承認を受けなければならない。 

（補助基準の特例） 

第16条 事業の緊急性等から考慮して市長が特に必要があると認めたものについては、第

４条の規定にかかわらず、補助金を増額決定又は減額決定することができるものとす

る。 

（一括下請負の禁止） 

第17条 補助事業者は、事業を行うための建設工事の完成を目的として締結するいかなる



契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾

してはならない。 

（関係書類の整備） 

第 18条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳

簿等を常に整備し、及び当該補助事業を完了し、又は廃止した日の属する年度（４月１日

から翌年の３月 31日までの期間をいう。）の翌年度から起算して５年間保存しなければな

らない。 

（調査報告） 

第 19条 市長は、補助事業者に対して、補助金の執行状況等について、必要な書類、帳簿

等を調査し、又は報告を求めることができる。 

（施行の細目） 

第20条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、別に定め

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則  

（施行期日） 

この要綱は、令和４年４月 1日から施行する。 

 

別表（第４条関係） 

新設時の定員数または 

拡大する利用定員数 

補助基準額 

２０～５９名 ７２，０００千円 

６０名以上 １００，０００千円 

 


